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前年度補助事業
の主な実施概要

○　美容師がエクステンションやコーンロウの技術者養成を目的とした養成所を設立した企業組
合に対する補助。
○　設計・構造・環境設備等、各分野の建築士が官公需等の大型建築物設計の獲得を目的とし
た協同組合に対する補助。

補助金交付
による効果

地場中小企業の販路拡大、経済的地位の向上につながる。

交　付　先 　団体

（公募の場合）
応募要件

主たる事務所が本市の区域内にあること、組合員の過半数が市内に事業所を有する中
小企業者であること、特定の組合員の利益を図るような運営がなされていないこと

組合等 区分 その他の補助金

随時交付先決定方法 　　　公募

       補助金調書

交付状況等
【上段：交付件数】

【下段：決算】
（※１）

当該年度 前年度 前々年度 前々々年度

担当課
（連絡先）

経済観光文化局産業振興部
経営支援課（ＴＥＬ441-1232）
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交付対象経費及び
補助金の算定方法

等
　■　その他

【補助対象経費、補助金額の算定方法・考え方】
補助対象経費は、協同組合等を組織化した場合に要する会議費、登録諸経費、設
立事務代行費、事務費等を補助対象経費とする。
補助金の算定方法は、１組合につき１０万円の額と組合員の数に５００円を乗じて
得た額の合計額。

補助金の目的
及び

補助対象事業

経過年数

中小企業者による協同組合等の設立は、単独では不足する経営資源を相互に補完し、
競争力向上を図るための柱であり、本市産業の高度化を図り企業の健全な発展を促進
することを目的とする。

補助開始年度

補助金名 高度化促進補助金（組織化）

※１：金額総額であり、複数の団体等に交付している場合、個々の団体等への交付額等を示すものではあり
ません。なお、当該年度は当初予算額を記載しております。また、前年度決算額について、補助額の確定が
未了のものは、交付件数および交付決定額を外数として（）書きで記載しております。
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（公募の場合）
公募時期


